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経営層の女性人材に関する実証的研究（1）

─ 外資系企業経験者とダイバーシティ経営 ─
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1.　は じ め に

外資系企業で経営層となる女性は，どのよう
なマネジメントに拠る職務経験を積んでスキル
を形成し，経営幹部となるのだろうか。

2015年に東京証券取引所が制定したコーポ
レートガバナンス・コードの制定を契機に，上
場企業には社外役員の登用や中核人材の多様性
が求められるようになった。女性役員は 2023

年 10月公表の日本総研の調査で，上場企業の
役員（取締役（監査等委員を含む）及び監査役
をいう）33,997人のうち，3,693人（役員に占

める女性比率は 10.9%）である。その内訳は社
内役員の 529人に対し，社外役員が 3,164人（の
べ人数）と女性役員の約 85%を占め，圧倒的
に社外役員が多い。国内企業で経営幹部として
内部育成された女性人材は現在まだ極少である
ため，実務経験のある女性役員としては，外資
系企業などで主な職務経験を積んだ女性が現
在，登用されている実態がある。社外取締役は
会社法で義務化され，2021年のコーポレート
ガバナンス・コードの改訂でさらに独立社外取
締役の登用が強化されて，特に外資系企業で経
験を積んだ女性は独立社外取締役として登用さ
れる機会が増えてきた。
しかしながらこれらの女性たちが外資系企業
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でどのような職務経験を経て上級管理職とな
り，経営層として役割を果たすのかの知見は，
現在までに多くはない。国内では今後，シニア
マネジメントの女性人材のプールを増やすこと
が課題と国際的なコーポレートガバナンスの機
関は指摘する（ICGN, 2022）。後述のダイバー
シティ経営と外資系企業の女性のキャリアを明
らかにすることは，長期雇用の傾向を有するこ
ともある国内企業で今後，経営幹部の女性を育
成する課題を前進する上でも有用と考える。
そこで本研究では，本国のマネジメント方針

の影響を受ける外資系企業経験者の女性の経営
層への職務経験によるスキル形成のプロセス
を，国内企業との比較を交えながら分析するこ
とを通じてダイバーシティ経営について検討す
ることを目的とする。
創業からの年数が長くなるにつれ，新卒一括

採用や長期雇用志向を有する傾向を有する伝統
的な国内企業に対し，外資系企業では職務要件
が明確に定められ，ジョブ型雇用を前提とする
マネジメントが行われる（濱口，2009）。そし
て外資系企業経験者は昇進などを目的に，積極
的に転職も活用する特徴がある。他方，従来ラ
イフイベントの影響は特にこれまで女性人材全
般に大きく，外資系企業の女性エグゼクティブ
においても，キャリアの半ばなどでライフイベ
ントとの両立の課題に直面し，多岐にわたる経
験を経てきていることが推察される。
そこで以下では先行文献の確認を経て分析の

枠組みを提示し，質的研究で上記の問いを明ら
かにすることを試みる。

2.　先行研究

2.1　外資系企業の特徴

外資系企業の特徴を確認するにあたり，はじ
めにその現況を確認する。経済産業省の 2021

年調査によれば，2020年度時点の常時従業者
数は 51万人と，同年 1月時点の日本の生産年

齢人口約 7,650万人（総務省調べ）のうち約
0.67%に該当する。近年，米国系，欧州系企業
は減少傾向にあるという。所在地別では東京都
が約 65%，神奈川県約 10%，大阪府約 5%と続
き，大都市に所在する傾向である。業種では，
製造業が 489社（17.4%），非製造業が 2,319社
（82.6%）と非製造業が多く，業種別では卸売
業（39.0%），サービス業（15.7%），情報通信
業（10.2%）と続く。総合的に，大都市で非製
造業の従事者が多い傾向を有する。
国内の外資系企業は，労働管理関連の規定は
国内の法律にも準拠する。米国のアファーマ
ティブアクションなど，欧米を中心とする本国
の社会的な文化や価値観，制度の影響で，国内
企業より進んだダイバーシティ・マネジメント
を行ってきた特徴を持つ。
国内では先進的な取組を行う企業として，

2000年前後を中心に外資系の個別企業を対象
としたケーススタディの研究がみられるように
なった。例えば牛尾（2002）は IBMの事例研
究で，米国本社の女性登用の展開を 3段階で示
し，機会の均等を基本理念とするところからダ
イバーシティを戦略として捉える方向に移行す
る過程を述べる（図 1）。そして，日本では米
国に比べて時間的な遅れがあること（例えば
1990年代に米国では第三段階に到達してきて
いるのに対し，日本は第一段階で人事部主導で
福利厚生が検討される状況であったこと），米
国に比べて日本では性別役割分業意識が強いこ
とを指摘している。他方で加藤（2005）は，国
内の外資系企業はポジティブアクションにより
女性の登用は日本企業より進んでおり，働き甲
斐もあるが，ジェンダー意識の面で働きやすい
環境にあるとは言えないとした。なお，2000

年代当初では，牛尾（2002）が日本 IBMを第
二段階と位置付けたように，男女均等施策から
両立支援に重点が置かれている特徴がある。
近年の研究では，末田・井上（2017）が外資
系 IT企業を対象とした女性管理職のコミュニ
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ケーション・スタイルの研究で，女性管理職は
個々の部下に対して「相手に合うコミュニケー
ション・スタイル」を実践するが，それは社員
が女性管理職に慣れているという開放的な企業
風土に根ざしたものであることが要因だと指摘
する。そして離職意思の決定要因のアプローチ
では，母国との制度的距離が特に大きい日本で
は外資系企業の人事労務管理慣行が「現地同型
化」（local isomorphism）の圧力に晒され，国
内と外資系企業の労働市場の区分はグローバル
スタンダードへの移行の中で解消されてきてい
るとした上で，個々人の側の職務満足度やスキ
ルの企業固有性の影響などを指摘している
（Hasegawa, et al., 2018）。

2.2　女性の経営層へのプロセスの特徴

2.2.1　女性の雇用における固有要因

労働経済学の初期の代表的な理論では，
Phelps （1972）が編み出した「統計的差別理論」
がある。企業にとって個々の労働者に関する情
報が不完全であり，かつ男女など異なるグルー
プ間の平均に差があることの情報を企業が持つ
場合，個人の資質を確定することにコストや時
間がかかるため，コストをかけずにグループの
平均の違いを考慮して雇用や賃金の決定をする
ことが合理的であるという。男女の賃金格差の
観点からは，Lazear & Rosen （1990）が「仕事
による差別」の理論で，男性と女性の賃金差の
多くは男性と女性が異なる仕事に割り当てられ

ているために存在するとして，女性が良い仕事
の方向へ昇進する可能性が低いことが賃金の格
差に繋がっていることを指摘した。
入職時は強い組織社会化を経験する時期でも
あり，（若林，1987）は入社後 13年間の上司と
の垂直的な交換関係がその後，管理職へのキャ
リア発達に大きな影響を有する時期であるとす
る。そこでキャリアの初期に性差による職務経
験の制限があることは，その後の昇進可能性に
も大きな影響を有することが指摘できよう。
このような統計的差別の背景にあるのはライ
フイベントが起きる可能性である。女性個人の
立場からは一例として Eagly & Carli （2007）が，
エグゼクティブの女性を「キャリアの迷宮」と
名付け，家庭との両立では男性（夫）が家事を
負担しても，親としての務めや職場での地位に
伴う時間的拘束などの負担が増すため追いつか
ない状況の時間的制約を指摘した。
国内では統計的差別理論に関して八代

（1984）が，男女雇用機会均等法施行前，入職
時には「統計的差別」がある場合も，意欲のあ
る一部の女性は上司の経験的な評価で是正され
役付階層へ昇進するケースを明らかにしてい
る。しかし一方で近年の調査でも，統計的差別
は現在も国内企業に存在するとする複数の調査
がある（加藤・川口ら，2013 : 山口，2014）。
統計的差別は具体的には，性別職域分離や職
務経験の機会の制約となって現れる。性差によ
る職域分離は，国内の複数の業種の事例で指摘

図 1　女性登用の三段階の特徴

出所 : 牛尾（2002）を元に，筆者改訂。
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されている（橋本・佐藤，2014 ; 駒川，2014 ;

堀内，2015）。また経営層の女性では，石井
（2016）が部長職までの昇進について，女性は
部長職では少数となるところ，金融などコース
別人事を導入する業種ではこの傾向がより明確
であり業種により役職への登用に違いがあるこ
とや，部長職では女性は学歴が重視されず，大
卒よりむしろ高卒者が多く，男性と昇進要因が
異なることなどを指摘している。また女性役員
では杉山（2021）が，特に長期雇用志向の企業
では社外役員が多い傾向にあり，組織内部から
登用される女性役員はその管掌部署が企業利益
を左右する重要な事業部門ではなく，経営層に
おいても性差による職域分離が存在することを
明らかにした。

2.2.2　シニアマネジメントへの登用

続いてシニアマネジメントへの登用をめぐる
国内外の研究動向を確認する。
海外ではこれまで，米国を中心に女性の登用

に関する知見が積み重ねられてきた。キャリア
パスの観点からは Hurley, et al. （1997）が，トッ
プへの競争における一連の勝ち負けとしての
キャリアの「トーナメント」モデルは，男性と
同じ程度には女性には当てはまらないとし，
Gersick and Kram （2002）は女性のキャリアは
さまざまな経路やパターンを反映しジグザグで
あることを述べるなど，男女の違いが指摘され
てきた。経営層への登用では，主要な先進国で
も特に大企業では組織内部からダイレクトにシ

ニアマネジメントになることの困難性が指摘さ
れている（Terjesen and Sealy, 2016）。シニアマ
ネジメントへの女性の登用が進む米国でも，過
半数の女性取締役は企業組織の中で縦に伸びる
のではなく「サイドステップ」から取締役とな
るという。具体的には，女性の方が有利な分野
である学術界，非営利団体，政府，コンサルティ
ング，中小企業などでキャリアを積み，その後，
ビジネス界の主要な舞台で再登場するような
キャリア・パスの特徴が指摘されてきた（Bran-

son, D.M., 2012）。また DEZSŐ （2016）は女性
が直面する「暗黙のクォータ」として，S & 

P1,500の企業を対象とした調査で，企業はトッ
プマネジメントに少数の女性を置く努力はする
が，より多くの女性を置く努力はしないことを
指摘する。
なお，そもそものマネージャーへの移行につ
いては，Hill （1992）が，職務の遂行と関係構
築の 2点について担当者と管理者を対比し，特
に職務遂行では，スペシャリストかゼネラリス
トかの違いが求められていることを述べている
（表 1）。
担当者と管理者のそれぞれの時期に職務経験
を積んでいくことが重要であるのに対し，女性
人材については職務経験の機会の不足が指摘さ
れてきた。一例として Oakley （2000）は，大企
業の女性 CEOが少数である要因として，ライ
ン経験やキャリア機会の不足，ジェンダーに基
づく固定観念などを挙げる。そしてビジネス界

表 1　担当者と管理者の比較について

担当者 管理者

職務遂行
・スペシャリスト，実行者
・ 専門的・技術的な仕事を直接に遂行す
る者

・ゼネラリスト，アジェンダの設定者
・ 財務，製品開発，生産や組織の多様な
仕事に目を向ける
・事業やマネジメントの専門職

関係構築
・個人的な行為者
・個人の努力で物事を遂行する
・ 比較的独立していることを強く認識す
る個人

・ネットワーク構築者
・他の人びとを通じて職務を遂行する
・他者への依存度が高い

出所 : Hill （1992）を元に筆者改訂
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で優秀な女性が会社生活を避けて起業家的キャ
リアを選ぶことが多い可能性を指摘した。
以上のように海外先進国の企業でも，経営層

が従業員の多様性の割合を必ずしも反映せず，
役職を得るために必要な職務経験を積める女性
人材は少数に限定される傾向がある。
続いて国内では長期的雇用を前提とした昇進

構造で，役員になるためには幅広い職務経験を
経て企業内部特殊的な技能を形成することが重
要であるとされてきた（川本，2009）。しかし
国内でも女性人材には，従来の昇進構造は必ず
しも該当しないという（武石，2006）。
さらに女性は，転職で役職を上げていくこと

が特徴であるとされる。女性の転職理由の首位
（約 6割）は仕事への不満であり，第二位（約
5割）は仕事の行き詰まり感であること（Center 

for Work-Life Policy, 2011），女性は転職で昇進
確率を高めること（労働政策・研修機構，
2017）などが指摘され，ライフイベントよりも
職務関連が主な転職要因だった。
また企業の特性も指摘されてきた。経営者の

所有率が高く小規模・若年の企業には内部登用
の女性取締役が多く，外国人の所有比率が高く，
低成長が予想される大企業には女性の社外取締
役が多い傾向があり（森川，2014 ; Tanaka，
2019），女性の上級管理職への登用は企業上層
部のみの推進によるものである傾向が指摘され

ている（Mun & Jung, 2017）。

2.3　長期的な職業キャリア

次に個人の側から，長期的なキャリアに関す
る代表的な先行研究を確認する。組織内キャリ
アの代表的な論者である Schein （1978）は，職
業キャリアには ① 階層，② 職能，③ 内部化・
中心性の次元，の 3つの次元のキャリア・モデ
ルがあり，組織内での長期的な就業を前提に，
個人は各次元の境界線を越えて進んでいくとす
る。しかし 1980年代初めにアメリカでは，安
定した雇用が崩れ始めたことを契機に，組織内
で異動や昇進の機会を与えられる形でキャリア
を形成するだけではなく，個人が主体的に行動
し，キャリアを形成していくニューキャリアが
注目されるようになる。
代表的な理論には，バウンダリレス・キャリ
ア（e.g. Arthur and Rousseau, 1996）及びプロ
ティアン・キャリア（Hall, 2002）がある。伝
統的キャリアと現代的キャリアの特徴を記した
のが次の表 2である。

2.4　先行研究からの分析の視点

以上の先行研究からは，外資系企業では本国
でのアファーマティブ・アクションなどを背景
に，同時代の国内企業より女性活用のマネジメ
ントが早くから進み，戦略的な活用に早期から

表 2　伝統的キャリアと現代的キャリアの主な特徴

伝統的キャリア ニューキャリア（現代的キャリア）

境界に制約されたキャリア 様々な境界を超えるキャリア

キャリアの主導権を持つのは組織 キャリアの主導権を持つのは個人

変化や移動が小さい 変化や移動が大きい

組織コミットメントを重視 専門的コミットメントを重視

組織との関係的契約 組織との取引的契約

長期的な雇用の保証（組織内キャリア）を重視 就業可能性（労働市場における価値）の向上を重視

出所 : 柏木仁「キャリア論」（2020）を修正加筆
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向かう傾向があったが，国内の外資系企業が日
本の雇用慣行にも調和する形でそのマネジメン
トを調整すると，外資系企業の女性が，本国と
日本の雇用慣行の双方の影響をどのように受け
ながら長期にわたる職務経験を積み経営層と
なったのか，現在はまだ知見が少ない状況にあ
る。また外資系企業で職務経験を積む過程では
転職を行うケースも少なくないが，外形的には
職務の幅を広げたりするようなニューキャリア
に該当すると思われるキャリアも，自発的な転
職であるのかを含めて明らかでない点も多い。
さらに国内の外資系企業で職務経験を積む女性
も，ライフイベントや上級管理職への登用では
制約を受ける可能性があるが，先行研究ではこ
の点の知見の積み重ねも多くはない。
そこで本研究はこれらを明らかにすることを

目的とする。改めて外資系企業ではどのように
ダイバ─シティマネジメントが機能し，女性人
材のキャリアが促進されたのか，またその過程
で統計的差別の影響があったのか，また個人の

側では，ライフイベントの影響も受けつつどの
ように職務経験を積んだのか，という点を検証
する。これらの課題を明らかにするため，長期
的な時間軸で分析を行った。

3.　実 証 分 析

上記の各課題を明らかにすべく，インタ
ビュー調査を行い，質的データを分析した。

3.1.1　研究方法

対象者は，国内の大企業と売上等を競う規模
にある外資系企業とし，インタビューの対象者
は転職で国内外の複数の属性の企業に勤務経験
を持つ中で，特に主な職務経験を外資系企業で
積んだ女性エグゼクティブ計 10名とする。
対象者の属性は表 3の通りである。職務上の

知り合いを通じて直接依頼を行う，または同時
期に並行して実施した国内企業のインタビュー
対象者から各社で社外役員等を務める外資系企
業出身者を紹介してもらい，スノーボールサン

表 3　外資系企業で主な経験を積んだ対象者の属性（10名）

年代 業種 インタビュー
時役職 転職 社会人

留学
国内企業
役員経験 面談日付 面談方式 入職時

学歴 文／理

1 50代前 非製造業 COO 3 有（大学） 無 2020.1.9 対面 短大卒 文

2 50代前 非製造業 執行役員 1 無 無 2020.2.5 対面 大学院 （博士
課程満期退学）

理

3 60代前 非製造業 元執行役員 3 無 無 2020.2.18 対面 専門学校卒

4 60代前 非製造業 元執行役員 5 有 （海外大院） 有 （執行役
員，社外取）

2020.3.12 対面 大学院卒 文

5 60代前 製造業 代表職務執行
者社長

4 無 有 （社外取）2020.5.22 オンライン 大学卒 文

6 60代前 製造業 元代表取締役
社長

3 有 （MBA取
得）

有 （社外取）2020.6.5 オンライン 大学院卒 文

7 60代前 製造業 元副社長 4 有 （CPA取得）有 （社外取）2022.11.30 対面 大学院卒 文

8 60代前 製造業 取締役 3 有 （海外大院） 有 （取締役）2020.10.20 オンライン 大学院卒 文

9 50代前 非製造業 執行役員 4 有 （語学学校） 無 2021.1.27 オンライン 大学卒 文

10 50代前 非製造業 専務執行役員 1 有 （海外大学院）無 2021.1.29 オンライン 大学卒 文

出所 : 筆者作成
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プリング方式で協力を得た。調査期間は 2020

年 1月から 2021年 1月，追加のインタビュー
は 2022年 11月である。
主な特徴として，全員が転職経験者であり後

述のように入社のタイミングは各自で異なり，
新卒一括採用ではない。文系出身が大半を占め，
理系出身の 1名も入職直後から経理・財務が主
担当だった。
上記のうち 7名は，入職後に国内外の大学や

大学院に社会人留学をして学んだり職務の専門
性を深めることに関連する専門学校で学ぶな
ど，組織内の OJTに限らず組織外でも主体的
に学び，新しく得た知見を糧に後の転職などに
繋げている。そして半数の者（5名）は現在国
内企業にて，2名が社内の取締役・執行役員，
3名は社外取締役である。
なおライフイベントについては表 3の対象者

のうち，結婚歴を有する者は 7名，未婚・離婚
歴がある者は各 2名である。そして子どもの有・
無は各 5人ずつだった。

3.1.2　調査と分析の方法　

2020年 1月から 2021年 1月にかけて半構造
化面接を実施した。1人あたりのインタビュー
時間は約 70分から 140分で，平均は約 90分で
ある。インタビューは協力者の許可を得て IC

レコーダーに録音し，後日全てテキスト化した。
新型コロナウイルスの流行と重なったため，10

名のうち 5名はオンライン（Zoomを利用）で
調査を行っている。なお，分析にはMAXQDA

を用いた。長期的なキャリアから包括的に要因
を分析するため，ナラティブ分析のアプロ―チ
によりテーマを中心とする質的分析（Kuckartz 

& Kuckartz, 2002 ; Kuckartz, 2014）を行ってい
る。課題を明らかにするため具体的には，企業
特性やマネジメントに関連して，① 入職時か
らの職務経験を大きく管理職前と後の時期で区
分して確認し，個人の領域では，② ライフイ
ベントの影響，③ 本人の自己の強みの認識，
を日本的な雇用環境の影響をふまえつつ確認

した。

3.2　 入社からマネージャーとなるまでの職務経
験

対象者たちは複数回の転職を経ているが，最
初に外資系企業に入社した契機を確認する。い
ずれもマネージャー前の時期に外資系企業に入
社し，仕事のスキルを積んでいた。4名は大学
卒業時に新卒で入社しているが，残る 6名は国
内企業から転職している。
初職時に 8名は特段の昇進意欲は有していな
い。しかしほぼ全員が，終身雇用を前提としな
い外資系企業でも何らかの形で仕事を継続す
る，長期就業継続意思を有していた。

3.2.1　外資系企業への入職時の状況　

はじめに，本研究の対象者達が外資系企業に
入社した契機を確認した（表 4）。
各対象者に共通するのは，国内企業の長期的
な雇用慣行の影響を何らかの形で受けている点
である。自発的に転職した者はいずれも国内企
業でキャリアを伸長する制約を乗り越えるため
などの理由で，自ら外資系企業を選び転職して
いた。
これに対し創発的な事由では，働くタイミン
グ，入社者のバックグラウンド，入社時期を含
め，外資系企業の方が国内企業より採用に柔軟
性があったことが要因に挙がっている。例えば
海外MBA取得後，国内企業に就職では全く学
んだことの専門性が生かされないと感じて外資
系企業に行った者もおり，改めて国内企業は新
卒一括採用や長期的な雇用を前提に，内部で育
成する姿勢が明確であることが浮き彫りになっ
ている。
対象者の中には，男女雇用機会均等法施行前，
国内企業で活躍したい意思を持ちつつも叶わ
ず，外資系企業しか選択できなかったケースも
あった。
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◇ 国内企業への就職が閉ざされていた状況─雇
用機会均等法施行前の時期─

私は本当に城山三郎の小説を読んでいたよう
に，日本のエスタブリッシュされた大企業に行
きたかったです。ですから本当に日本企業志向
だったんです。
ですけれどもご存知のように 85年は雇用機
会均等法の前で，各社から来るダイレクトメー
ルが男子は段ボール 3箱くらいだけど，女子に
は 1枚も来ないんです。暗闇でした。就職説明
会もないしどうしようかと思い…
…ゼミの先生に外資系を選びなさいと言われ
た時に，外資系はまず一番最初に入る時に職種
が決まっている，部門別採用だからと。どうい
うキャリアに進むかは自分で選べると。私はマー
ケティングに興味があったのでマーケティング
で入りました。2つめに先生が仰ったのは，外

資系は若い時から責任を持って仕事をさせても
らえるから，自分がモノになるかならないかは
5年で分かると。5年経ってマネージャーになれ
なかったらもう多分，才能がない，自分の努力
が十分でないというのは分かるから，そうした
ら結婚したら良いのではと言われました（笑）。

上記対象者はゼミの教授のアドバイスに従い
入社後 5年間，主体的に仕事に取組み，マネー
ジャーに昇進している。

3.2.2　マネージャーまでの時期の職務経験

次に，外資系企業の入職後の職務経験を確認
した。結果として次の 3点が特徴として挙がっ
た。すなわち，① 専門的スキルを早期に形成
していること，② それには上司との垂直的関
係の影響が大きいこと，③ 本国のダイバ―シ
ティマネジメントが影響し，統計的差別が見ら

表 4　外資系企業への入社の契機

カテゴリ コード 具体的なケース 入職前

自発的

職位の境界の打破 ・ 入職時の職種で上がれる職位の限界が決まってい
る現状の打破

国内企業→海外MBA

性別職域分離の打破 ・ 国内企業に総合職で入社しても，当初から性別で
職域・職域が分かれておりその状況の打破

国内企業

スキルの強みを作る ・ 英語ネイティブな人とディベートが出来るように
なりたいという意思を実現

国内企業

創発的

タイミングの合致 ・ 海外大学を卒業して，すぐに働きたかったが，国
内企業は新卒一括採用だったため，柔軟に対応す
る外資へ

海外大学

・ 夫の都合で海外から一時的に日本に帰国して
いた時期に就職

国内企業→海外大学→
日系企業

・ 以前のアルバイト先が外資系の新組織となる時に
声がかかる

国内企業等

門を閉ざす国内企業 ・ 国内企業の就職案内が来ず，大学のゼミの先生が
勧めた

国内大学

・ 海外で取得したMBAを日系企業は評価せず，外
資系企業は評価

国内企業→海外大学

・ 大学時代に出産してから就職 国内短大→夫と海外赴任
→国内四大

・ 希望した国内企業に就職できなかった 国内短大

出所 : 筆者作成
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れないこと，である。さらに OJT以外でのス
キル形成には，各種の研修の機会が手厚く提供
されていること，入社後に自ら専門性を高めた
り上位の役職を得るため，大学院などで自主的
に学ぶことを大半（10名中 8名）の対象者が行っ
ていたことがある。
外資系企業ではそれぞれが専門領域で早期に

一人前になることを目指して業務を行う中，い
ずれの者も上司やメンターとの具体的な関わり
の重要性を述べており，個別具体的な関係性が
そのマネジメントにあるのが特徴的である。以
下ではこの時期に特に重要な，② 上司との関
わりの中，① 専門的スキルを形成していく具
体的ケースを，一人前となる時期，管理職に向
かう時期，の 2つに区分して確認する。

3.2.2. （1）　一人前となる時期

外資系企業の調査対象者では，入社後すぐに
仕事経験を積む機会が豊富に提供され，それに
対して早期に専門性を身に着けていく状況が各
人に共通していた。

◇ フラットな組織で複数上司から教えを受ける
経験

すごくユニークな上司が沢山いました。私は
自分で選んで，この相談事はこの人に言おうな
ど，直属の上司ではなくても考えました。とて
も怖い人で，泣かされたこともありますし，人
としていかがなものかなと思っても，この方面
に関しては一番今，適切な回答をくれる人に違
いないと選ぶと相談をしに行きました。個性の
強い人が沢山いました。
…上司たちとの距離が近いんですよ，それが
すごく良かったんです。階層がない。色々な人
の物事の見方や，判断の仕方や，決定の仕方が，
価値観が違うのですが，そういうのがダイレク
トで伝わってくる。随分痛い思いも沢山しまし
たが，何でも良くも悪くもダイレクトに影響が
伝わってくる。組織自体があまり複雑な階層が
なかったので。

また外資系企業の特徴の一つに，既に女性マ
ネージャーが存在していたことが挙げられる。
実力があれば女性も役職に登用されることを対
象者も自然な感覚として持っていた。

◇マネージャーが女性のケース

もう本当に全てのことが新しかったので，全
てのことを学んでいきながら…
で，その中でやはり，上司が女性のマネー
ジャーだったんですね，彼女が切り盛りしてい
る状態というのが，その時点では非常に普通に
感じられたというか。外資にありがちな女性の
マネージャーっていうのが本当に身近におりま
したので，そこには全く違和感はなく，こうい
うものなんだろうなと新人の頃から過ごしてお
りました。

3.2.2 （2）　管理職への移行時期

続いて管理職までのプロセスでは，HRや
マーケティングなど一つの事業の中で専門性を
高め職責を広げていく傾向が挙げられる。その
プロセスでも上司が果たす役割が大きかった。
特に本国のダイバ―シティ経営の影響を反映す
るものとして，女性を役職に登用するためのト
レーニングを上司の側が受けており，上の役職
に引き上げていくのが特徴的だった。
以下では，この時期の上司との関わりの具体
的なケースを 2例を述べる。

◇やる気がある人の昇進をサポートする上司

その外資系企業では，クライアントもイギリ
スだったりアメリカだったり，海外のお客様の
日本での広告戦略や広告キャンペーン/クリエイ
ティブを作るといった仕事だったので，大学院
で学んだことも活かせて楽しく過ごしました。
ここで途中で産休も取りました。すごく上司
に恵まれて。当時はトップマネジメントにすご
く外人が多かったんですよ。アメリカ人とか。
そのいい悪いは置いておいて，そういう上司た
ちは非常にその時代から，女性のキャリアにも
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サポーティブで。あるべき論をかざすというよ
りもごく自然に，やる気があって，会社に貢献
できているような人材だったら，どんどん育て
て上にあげていくといったことがごく当たり前
のように行われていて。

国内では，女性に昇進意欲がないことが管理
職が少ない要因の一つともされるところ，対象
者のうち昇進を拒否した 2名は，外資系企業で
はいずれも上司が説得し引き上げていた。

◇部下のキャリア開発に長けた上司の存在

子供が一人生まれたばかりの時期に，マネー
ジャーをやりませんかと会社から言われて。
「絶対に嫌だ」と答えました。育児もあるし，
通勤もリモートがあっても週に 2～3回はオ
フィスに来ていたので。それでも会社の方で，
「絶対にサポートをするし，100%在宅でも良
いからマネジメントをやらないか」と…割とリ
モートで働きやすい形で調整をしてくれて，仕
事を選べたというのは非常に大きかったかなと
思います。
…ディレクターになる位までは昇進の話が来
ても初めはずっと断っていました。自信がない
のもありますし，ライフワークバランスをきち
んと取りたいなという思いはあったので。…い
つもやりなくない，辞めたい，そういう所に持っ
ていかないで欲しいと話をするんですけれど
も。その度に，そこからはいつも外国人の女性
のリーダーが出てきます。
…皆さんとてもキャリア開発やコーチングに
長けていて，そういう考え方ではなく違う視点
で見た方がいいとアドバイスを受けました。実
際，一つずつ階段を上がると意外と出来るなと。
上に上がるほど忙しくなると思っているかもし
れないけれども，色々な人を上手く巻き込んで
チームとして動くことで，より自分の時間を上
手くマネジメント出来るようになるかもしれな
いから，比例して忙しくなると思うべきではな

いと結構言われました。

上記ケースでは，ライフイベントと管理職の
両立が必要性な女性に関して 2つの示唆があ
る。すなわちマネジメントでは，上司が部下の
キャリア開発の訓練を受けていること，またオ
ンラインが必要かつ合理的である，アジア地域
という複数の国をマネジメントする職務を選択
し，管理職の業務を在宅勤務で行うことを可能
としている点である。
対象者は結果的にこの時期，ライフイベント
と両立してマネジメントを遂行することで自己
効力感（Bandura, 1977）を形成し，上位役職に
繋がる心理的資本を形成する状況が見受けられ
る。

3.2.3　小括

以上のように本研究の対象者たちは管理職登
用前の時期，階層構造の緩やかな組織で実力の
公平な評価，上司との良好な関係性を背景に，
それぞれの専門領域でスキルを形成していた。
初期に女性人材ということで統計的差別を受け
る様子は特段見られず，早期から育成を受けて
仕事で成果を出し，高業績の人材には次の仕事
機会が提供されるサイクルがあった。管理職へ
の昇進時期は 20代後半から 30代半ばだが，特
に外国人の上司が能力ある女性を，昇進意欲の
有無がライフイベントにも左右されることを理
解した上で，マネジメントが出来る人材と客観
的に見極めると引き上げて環境のサポートをす
るように，育成のプロセスで本国のダイバ―シ
ティ経営の影響が見られるのが特徴的である。

3.3　管理職昇進後の職務経験

次に，管理職昇進後の職務経験を確認した。
外資系企業で経験を積む女性は，専門性を高め
て実力を形成した後，シニアマネージャーへの
移行期では，企業のマネジメントでより難易度
が高い業務を自己の裁量で行うことが求められ
たり，経営層としてグローバルな研修を受ける
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などの経験を積んでいた。管理職となった後も
「転職」を積極的に活用し，7名は管理職昇進
後に転職し，キャリアの停滞を防ぎ上位役職へ
向かっていた。
なお，経営層へのキャリアパスという観点か

らは，特定の職域のエキスパートとなる専門職
（8名）と，マーケティング，営業，財務など
複数の職務を経験するゼネラリスト型（2名）
に分かれた。ゼネラリスト型のうち 1名は，20

代後半に転職後は英米系の同一企業で勤務を続
け，3年に一度は進んで異動を希望し，同一組
織内で幅広い職務経験を積んでいる。もう 1名
はドイツ系企業経験者である。1つの部署の専
門性では上がっていかず，トップマネジメント
には海外勤務の経験，マネジメント経験など幾
つかの条件があり，それらの経験を満たすこと
で登用されており，日本的経営に基づく長期雇
用との類似点を有していた。
改めて以下では外資系企業の女性たちがシニ

アマネジメント職に向かうプロセスで経験した
発達的な職務挑戦を述べる。表 5は，マネジメ
ント側が提供する「高い裁量の職務」「研修」，
個人の意思も関わる「転職」の各カテゴリーの
具体的ケースをコード化してまとめたものであ
る。このうち一部のコードは，マネージャー前
の時期にも該当していた。
各カテゴリのうち特にこの時期の経験が重要

であるマネジメント経験と，外資系企業に特徴
的なマネージャー登用後の転職について，次で
具体的なケースを述べる。

3.3.1　マネジメント経験

多国籍人材のマネジメントを経験し，さらに
上位役職になると次第に組織そのものに関わ
り，マネジメントが複雑化していた。特に対象
が多国籍の人材の場合，その国の社会的な文脈
や働き方の価値観の多様性などが反映され，複
雑な対応が求められていた。

◇ダイバーシティ・マネジメント経験

ダイバーシティという意味では，日本人では
ない外国人の部下を持ったというのはすごく経
験上，大きくて。やっぱり価値観が全然違いま
すし，働く，ワークライフバランスが違う。
日本で考えていたモデルが全てではないとい
う感覚を身を持って体験をしたので，その後，
非常にフレキシブルに，必ずしも答えは Aで
はないという風なフレキシビリティーを持てた
というのがまず，複数のマネジメントをやった
経験というのがとても大きかったかなと思いま
す。

◇組織をデザインするマネジメント経験
…組織作りも本当に学びました。ダイレクト
レポートは 15人位だったんですが，それも全
部自分でデザインしました。…そこから上司が，
チーフ・マーケティング・オフィサーをやらな
いかと声をかけてくれて。全体で 850人位いま
した。
…当時はかなりサイロで，そんなにサイロの
組織で私はチア・リーダーをやるつもりはない
ですからと（日本法人の外国人の）社長に言っ
たならば，「自分でデザインしていい」「組織を
デザインしなさい」と言われて。ものすごく考
えて，自分でデザインしました。…ワンカンパ
ニー・マーケティングチームを作りたいと。
…その時にまた面白かったのは，「ではその
案でいいから，各事業本部長と交渉してきて」
と言われて。各事業本部長は自分の城を持って
いる人達なのに，「え，私が説得するんですか」
と言ったら「そうだよ」と社長に言われて。

3.3.2　管理職後の転職経験

続いて，管理職登用後の転職について述べる。
自発的にキャリアを前進するための転職がある
一方，外部環境の変化に伴うもので一見，他律
的と思われる転職もあった。しかしその場合も，
自分なりに次の道への意義を見出し進む点で自
発的な面もあった。
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表 5　外資系企業における管理職女性の発達的な職務挑戦

契
機

カ
テ
ゴ
リ

コード 定義 具体的ケース

発達的な職務経験の
時期

マネー
ジャー

シニアマ
ネー
ジャー

高
い
裁
量
の
責
務

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
経
験

マネジメントレ
ベルの上昇

役職が上がる ・ 事業本部長（ゼネラル・マネージャー）の
役職経験

・ トップマネジメント（社長・副社長）の経
験

2

担当組織の広が
り

・ 昇進と同時にフィールドの広がり（例 : マー
ケティングから製造まで） 9

組織作り チームの組成 ・ これから組成するチーム，一人一人のジョ
ブ・ディスクリプションをデザイン 2

ダ イ バ ー シ
ティ・マネジメ
ント

多国籍の社員の
管理

・ 価値観が全然違う，ワークライフバランス
も全く違う各国の社員から成るリージョン
のチームを統括

1 4

成
長
機
会

新規業務経験 成長分野に次々
入る

・ 会社の事業が多角化する中で，新しい分野
を次々経験する 3

海外勤務の機会 国内より大きな
マーケットでの
勤務経験

・ 米国本社勤務を希望し，日本国内とは違う
仕事の進め方や，ダイバーシティ・マネジ
メントを学ぶ

・大きく成長中の，アジア地域の支社に異動
2

研
修

研
修

研修での学びの
機会

充実した研修に
よる能力の伸長

・ 充実した研修プログラムで，専門性を高め
る

・ 特にシニアマネジメントに向けて，本国で
集中的なプログラムを提供し，スキルを飛
躍させる

7 6

転
職

自
発
的

次の山を登る 職位の境界を超
える

・ 上司の誘いで同業他社に転職し，ポジショ
ンが上がるとともに職務範囲が拡大 3 5

やりたいことへ
前進

やりたい仕事・
ポジションへ飛
び込む

・ 社長になりたいと希望していて，オファー
を受ける

・ やりたいことができる企業，新しくチャレ
ンジしたい企業への転職

4

基軸をずらす 新しい軸でキャ
リアを築く

・ 転職で，少しずつ自分がやりたい方向へシ
フトしていく 2 3

相手企業で夢の
実現

クライアント企
業を良くしたい

・ クライアント企業の業務の課題に真摯に取
り組み，自分ならこう良くしたいという思
いで顧客側に転職

1 1

非
自
発
的

思わぬ組織改編 本国がビジネス
モデル変更

・ 築いていたもの（チーム）の内容が変わり，
他企業でゼロからのスタート 2

経済情勢の変化 国内法人の情勢
悪化

・ 国内法人がアジアでの地位を低下していき，
権限が小さくなったため，転職で打破 1

貢
献

日本への貢献意
欲

自分のスキルで
国内企業に貢献
したい

・ グローバルな視点から，このままでは日本
企業はどうなるのかという危機感

・ 50代になり，日本に貢献したい気持ちの高
まり

3

出所 : 筆者作成



─　　─55

はじめに，自発的に転職をするケースを 2例
挙げる。

◇職務の幅を広げるための転職

私は，偉くなりたいとかそういう気持ちは全
然なく，ポジションが上がることよりも，広告
だけでなくブランドにかかわる全体をやってみ
たいという気持ちが強くなってきたんですね。
…納得感がなかったわけです。本当はこうすべ
きなのにとか，私だったらこうしたいのにとい
うのがありました。ブランド側にいないと出来
ない仕事なのでそちら側をやりたい。それで偉
くなるだとかは考えていなくて，自分がこれが
正しいと思う，出来るだけその企業のために広
く全体をやりたいという気持ちが一番強かった
です。
外資系企業では実力ある者は早期にマネー

ジャーとなり，マネジメントを長期間経験する
人もいる。次の対象者は，事業本部長を経験し，
その後に転職で 2社の外資系企業（国内法人）
の社長を務めるというプロセスでステップアッ
プを重ねていた。

◇ 上位役職の仕事の面白さを追求するための転
職

ブランドマネージャーになりとても楽しく
て，一つのブランドを自分のビジネスとして管
理させてもらって，そしてチームを作って下の
人を育てて良かったのですが，事業本部長の方
が 10倍面白いと聞いて。
この仕事よりも 10倍面白い仕事はどんな仕
事なんだろうと。それからずっとカテゴリーマ
ネージャーではなくて，事業本部長になりたい
と目標を立てていました。
…元上司から電話があり…その時に彼が言っ
たのは，「事業本部長もいいけれども，君は外
資系の社長になりなさい。外資系の社長は面白
いよ」と言われて。…外資系の社長になりたい
と思うようになりました。

次は，経済情勢等の変化による本国の経営方
針転換など非自発的要因のケースである。

◇ マネージャー昇進後の転職 ③ : 本国（米）の
マネジメント方針転換で他業種に転職

…ある意味，心血を注いで仕事を非常に楽し
んでおりました。そうしたら別のサービスに大
きく舵を取ります，と。時代的には正しいと思
うんですよね。…私が来てから，ローカライゼー
ションをものすごい勢いで推進したんですね。
日本でディシジョンメーキングが出来るよう
に，日本のお客様のためにやるように組織も変
えたし，本社も説得して相当変えて。10年間，
ものすごく売上げが上がって。
それが組織改編になった瞬間，アメリカセン
トリックに戻ったんです。このキャリア人生で
いいのかとそこで立ち止まりました。もし健康
で，キャリアをあと少し継続出来るとしたら，
全然違うことをやろうと思ったんです。それで
転職を考えはじめて。○○に受かり，全く違う
ことをやろうと。

3.3.3　研修や自主的な学びによるリスキリング

外資系企業では前述の通り，充実した研修が
あることを複数の対象者が指摘していた。業務
の専門性を高めていく上で組織が人材に投資を
することに積極的な姿勢が伺われる。また企業
が実施する研修のみではなく，対象者自らも専
門性を高める意識を明確に持ち，大学院や専門
学校で学ぶことでさらに，自己の知的資本を増
加させていた。
研修で特筆すべきなのは，マネージャー昇進
後も経営幹部候補が世界中から本国に集められ
て集中的に研修が行われるなど，経営層のため
の研修が行われていることである。人材の多様
性を含む高度なマネジメントや全社的な戦略の
視野を持つことなど，経営層となるために必要
なスキルに焦点を充てて研修を受けることは，
重要な意義を持つと考えられる。
次は，外資系企業（本社 : イギリス）と日本
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の具体的な研修に関する言及例である。

◇ 研修を重視する外資系企業（本国 : 英国）の
例

…結構人を育ててくれる会社で，研修も多く
て。すごく色々な研修に出させてもらえて，グ
ローバルは研修専門の場所があるんですけれど
も。とても素敵なお屋敷に色々な国の人が集
まって研修をして，社長やエリート教育ではな
いけれども，「皆選ばれし者なんだよ」，という
ことを言われるんですよね。（自社の）巨大な
組織の中で君たちはこの辺にいるんだけれど
も，ここに上がれる人達なんだから，そのため
にここに来て 2週間学ぶんだ，と言われること
はすごく，モチベーションも上がります。研修
が終わった後も，その人達と夜，遊びながら飲
み放題のお酒を飲んで夜中まで騒いで，すごく
楽しくて。…その意味では日本はとても遅れて
いるな，と思います。日本の企業でグローバル
なビジネスをやっている会社は色々あって，海
外の方が社員の数も多い会社もありますが，で
もあくまでも日本国で本社は終わり，海外は現
地に任せていますね。緩くはまとめるけれども，
それ以上でも以下でもない，みたいな。

3.4　女性人材に特有の経験

インタビューではまた，国内企業との関わり
で外資系企業と認識の違いを知り，改めて国内
企業に長年存在する統計的差別の存在の例を知
るケースも少なくなかった。またこれまでライ
フイベントは女性のキャリアに特有の制約要因
となることが多かったのが事実である。この 2

点に関する対象者たちの経験は次の通りであ
る。

3.4.1　外資系企業と対比した国内企業への視点

外資系企業で職務経験を積んだ女性は，国内
企業と関わる折に，性差による取扱いの違いや
職域分離などを経験している。表 6は，各年代
の具体的なケースをまとめたものである。

各ケースからは改めて，特に 20代から 30代
は上司のサポートのもとキャリアを前進させて
きたことが伺われる。これに対し 40代以降は
これまで女性がいなかった役職や仕事を女性が
担うことに国内企業の男性がバイアスを持つ
中，自らの職務能力やコミュニケーションスキ
ルを発揮して対処し，課題を解決していること
が特徴的である。

3.4.2　ライフイベントの影響

最後に，女性のキャリアにとり大きな制約要
因と考えられてきた，仕事とライフイベントの
両立状況を確認する。外資系企業の女性たちは，
多くは若手のうちに仕事の実績を積み，マネー
ジャーとなった後にライフイベントを迎えてい
た。しかし，ライフイベントとの両立期も成果
を上げていくことが求められており，キャリア
の停滞は見られない。その要因として，上司に
よる柔軟かつ個別具体的なマネジメント，性別
等を問わず昇進意欲を持つことをモチベーショ
ンに職務を行う外資系企業の組織風土，配偶者
との関係性が大きな役割を果たしていた。杉山
（2020）による，ライフイベントとの両立期に
キャリアを促進するプロセスは，図 2のとおり
である。
次に育児との両立と柔軟なマネジメントの関
わりの具体的ケースを挙げる。

◇柔軟な働き方の許容

家庭を持ってから，担わなければならないと
いうプレッシャーは非常に大きくなりました。
どちらかというと，外資なので同じことを年々
続けていると，それは成果，成長とみなされな
くて，それは他の人でも良いのではないかと言
われてしまうので，とにかく自分がやってきた
スタンスというのは，結婚したから，子供がい
るからということはなかなかそこを変えるのは
リスクが高いというのがあったので，そのスタ
ンスは変えずに今まで来ています。
＜Q.それでは，これまでに加えて家庭の責
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表 6　外資系企業の女性が経験した国内企業の保守的な対応例

状況 経験年代 国内企業と関わる具体的ケース 対処のプロセス

一人前の扱
いの相違

20代

当時，銀行系のネットワークに代表される
ミッションクリティカルなネットワーク設
定の業務に携っていましたが，女性が夜に
仕事をするですとか，何故女性をアサイン
するんだと，お客様の国内企業の側でもの
すごく抵抗がありました。保守的な業種で，
お客様の方で私が担当することに対してと
ても，否定的なところでした。

上司が外国人だったので，「彼女を変えるん
だったらもう，うちのプロジェクトごと撤
退します」という位なことを言って下さっ
たりしていました。非常に外資は，すごく
フェアだなという風に思いつつ，それ位サ
ポートをして頂いていたので，上昇志向と
いうよりは，必ず期待されたことは提供し
たいな，という風に思いました。 

（入社をして経理の仕事で）常に補助仕事で
した。2年目に四大卒の男性が入ってきて，
「先輩が教えなさい」と言われ，教えてあげ
ました。3年目にその男性が主任になり，
私の上司になると課長に聞かされて，すご
くショックを受けました。その男性が私か
ら見て優秀と思えない人で，何故この人が
私の上司になるんだと思いました。

もしその人が本当に仕事が出来る人だった
ら，もしかしたら私は会社にいたかもしれ
ないです。でもあまりにも理不尽に思った
ので，私はもう，3年 4か月で辞めて。
たまたま実家にホームステイしていた女性
がアメリカの大学生で。私はその彼女を頼っ
てアメリカに留学をしました。

20-30代

…上司は反面教師としての存在でしかなく
て。私はこういう風になりたくないと。私
としては，第一線に出てお客さんに向きあっ
て何をやりたいかを理解して，マーケティ
ングを考えるというのをやりたかったので
すが、営業のサポート部隊という感じで…
本当に私はもう，こういう風にならないよ
うにしようという完全な反面教師でした。

外資系企業に転職をして広い裁量となり。
○○（前職の国内企業）は部下がいなかっ
たところ，初めてイギリスの本社からの 2
人が私の部下になりました。日本でも 2人，
いきなりイギリス人と，更には日本人を面
接して部下として，最初はもう訳が分から
ないですね。…デッドラインが決まってい
たので，ただ無我夢中にやっているだけで。
本当にもう目先のことをやるので精一杯で
した。

社外の学び
で得たスキ
ル評価の違
い

（アメリカの大学院時代後に就職活動を行
い），日本の会社も幾つかアプライしたので
すが，ようやく男女雇用機会均等法が施行
され，総合職の概念が出来てきた時代で。
しかし日本の会社は急には変わらず，海外
の大学院を出た女性を採用する気もないよ
うな返事しか来ませんでした。

やはり外資系だと 2年間こういう勉強をし
たのかという感じで，興味を持ってくれる
度合いも全く違いました。折角アメリカで
広告やマーケティングを勉強したので，グ
ローバルな環境でマーケティング・コミュ
ニケーションの仕事に携われたらいいなと
いう気持ちで，この○○（外資系企業）と
いう会社に入りました。

担う職責に
対するジェ
ンダーバイ
アスの克服

40代

社長になって，営業の得意先に対して社長
として会う，あとは業界の会合に，という
のがあって。本当に女性がいないのはビッ
クリしましたね。200人なり 300人なり，
各社 3人くらい来るようなイベントがある
んですけれども，もう本当に全体で 1人か
2人くらいです，女性は。一番最初にその
会合に行きましたら，各社の社長さんが並
んでいて，挨拶に行くけれども，みんな
「あぁ」と取りつく島がないという感じです
よね。

それではいけないと思って，その中でも偏
見なく女性としゃべって下さるようなシニ
ア，かつ業界で発言力を持っていらっしゃ
る方と自分と何か共通になるような取っ掛
かりを見つけて。
1回目の会合では 5分だったのが，2回目の
会合では 10分になり。段々長くしゃべって
いったら，周りの人がそれを見ながら，あ
の人としゃべっているということは，○○
さんは信用が出来る人なんだなと思われて，
次の会合はその人達ともしゃべれるように
なっていったという。もう本当に，積み重
ねでしたよね。 

（国内企業に転職後）ある上司から，「あな
たは汚れ仕事はできないだろう」と言われ
たことがあります。イメージ的に人事の中
でも「これは男性に任せたほうがいいだろ
う」と思われる仕事があります。ある年配
の役員からは「夜道は気をつけた方がいい
よ。」と言われたこともあります。

両方とも心配して，親心で言ってくれてい
るので有難いと思う一方で，やはり日本の
企業は女性と男性の役割を無意識のうちに
区別していると感じました。自身で（女性
には）出来ないだろうと言われていた，他
の社員が後ろ向きな仕事を一人で成し遂げ
ました。

出所 : 筆者作成
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任があるということで頑張っていらっしゃると
いうことでしょうか。＞
そうです。ただ一つ，外資のいいところは，
理解をしてくれる上司が多かったので，何か子
供の調子が悪かったり，子供に何か問題がある
場合には，仕事に支障がない形であれば働き方
に特段，9時─ 5時で会社に来ることに限定し
ないということがあり，子供が怪我をして 1ヶ
月ほど入院した時は，特に役立ちました。

3.5　自己の強み（本人の視点から）

最後に長期的キャリアを振り返り，自己の強
みを述べてもらった。対象者は全員，成長期に
家庭環境などで自主性が尊重されたという。自
己の特徴では，好奇心が旺盛であること（6名），
リスクテイクな姿勢・前向きな思考（4名），
負けず嫌い（3名），の順に挙がった。

キャリアに関しては全員が，停滞させないと
いう意識を有している。明確にサイクルの期間
を定めているケースも少なくない。サイクルを
述べた中で多いのは，3年（4名），5年（3名）
であり，この区切りで転職をしたり，同一組織
内でも職務の担当を変えていた。

3.6　小括

上記のように，本研究の対象者たちは外資系
企業入職後に実力を評価されつつ職務経験を積
み，ライフイベント時には，既に形成した上司
との関係性を要因に個別具体的な，柔軟なサ
ポートを得て，ライフイベントと仕事を両立し
ている。また単に両立するのみではなく，職場
や家族のサポートがあることで心理的な安全性
を得て，仕事への意欲を再び持ち，子育て期も
職務経験を積み成長を続け，より高次の業務を

図 2　外資系企業女性のキャリアのプロセスとライフイベントの関係

出所 : 杉山（2020）
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経験する様子が見られた。

第 4節　考察および今後の課題

4.1　本研究の結論

改めて本稿で確認した外資系企業で主な経験
を積んだ女性たちは，全員が転職を経験してお
り，結果的にバウンダリレス・キャリアに代表
されるような自律的なキャリアを歩みながら職
務経験を積み経営層となっていた。初職に何ら
かの形で国内企業では門戸を閉ざされたり仕事
経験を積むのに制約があり外資系企業に転じた
時点では統計的差別の影響が見られたが，外資
系企業入社後には実力による公平なマネジメン
トの中，結果的に早いスピードで職務経験を積
み重ね，社内の充実した OJTと研修，社外で
の自主的な学びと合わせスキルを確立してい
た。そしてマネージャー昇進後も，研修などの
経験や転職を経て経営層となっている。
その背景には改めて，同時期の国内企業より

も進んだダイバーシティ・マネジメントの存在
があり，全面的に本国の経営手法の影響が強い
状況が見られた。女性のキャリア開発について
上司自身もトレーニングを受け，例えば積極的
な昇進意欲を持たない実力ある女性も説得して
引き上げ，育児期は両立できる複数の仕事の選
択肢を提供するなど，個別具体的な関係性に基
づきキャリアのサポートを行い，女性を役職に
登用するマネジメントが行われているのが特徴
的である。
特に外資系企業経験者は，ライフイベントは

マネージャーの役職時に経験するケースが大半
のところ，既に高い実績があり，上司による各
自の事情に応じた個別具体的，柔軟なサポート
があり，この時期もキャリアを停滞せず前進す
ることを可能とするマネジメントが見られた。
男女雇用機会均等法施行から 30年以上が経
過したものの，国内企業では管理的地位に就く
女性が現在も少数に限られる現実からは，上級

管理職の女性を育成するために，外資系企業の
マネジメントにより，知的資本を形成した女性
の職務経験の国内企業への示唆は多いと考えら
れる。
具体的には，次の 2つが挙げられる。1つは，
国内企業における女性の内部登用役員の育成に
関してである。外資系企業の，人的資本を有効
に活用するための公平なマネジメントや，ト
レーニングを受けた上司が女性人材のキャリア
を開発し，ライフイベントとの両立では必要な
サポートに柔軟に対応することなどのマネジメ
ントの点である。もう 1つは外国人材や，海外
の外国企業で職務経験を積んだ日本人マネー
ジャーの女性といった，海外の外資系企業で経
験を積んだグローバルな人材の活用に広く目を
向けることである。取締役会での議論の深化や
透明性の担保のためには，特に各企業の経営
トップが，より多様な人材に目を向ける姿勢が
重要であると思われる。

4.2.　経営層としての外資系企業経験人材

それでは，外資系企業経験者の女性は国内企
業の経営層としてどのように寄与するのだろう
か。本研究では，外資系企業で国内よりも戦略
的に進化したダイバ―シティ経営の存在を改め
て実証したが，今後国内企業が人材の多様化に
取り組むにあたり，彼女達が外資系企業で先進
的なダイバ―シティ経営の下で受けた経験から
の知見の影響が予想される。性別だけではなく
国籍・人種の多様性の観点からも外資系企業を
経験した女性は，総合的なマネジメントができ
る力を有しており，この点でも彼女達の独自の
経験や知見を経営に取り入れることで，多角的
な検討が可能となることが考えられる。
さらに本研究の対象者が職務を行う上で常に
成長を求められる中で成果を出していく経験
は，リスクテイク的な姿勢ともいえ，その知見
を経営に取り入れることで積極的な設備投資や
人的資本への投資，などの将来に向けた投資活
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動の改革に繋がる可能性も考えうるであろう。
他方で，経営層の女性を外資系企業の女性人

材の活用に依存することは，国内の外資系企業
の勤務者が国内労働人口のうち僅かな存在であ
り，長期的な経済の低迷などで，欧米が本国の
企業が日本拠点の権限を縮小したり撤退する傾
向にある中では，将来的な女性役員の候補者の
プールの点でリスクもある。本研究でも対象者
のうち 3名は，転職要因に日本の経済的地位の
低下による国内法人の規模の縮小を挙げてい
る。国内の外資系企業経験女性を役員として登
用することに依存し続けることは，長期的な国
内企業の女性役員のプール増加に資するかは疑
義がありやはり，特に長期雇用志向の国内企業
における育成が重要であるといえよう。

4.3　本研究の課題と限界

本研究の対象者は 10名であり，英米仏の企
業を本国とする外資系企業経験者が 9名と対象
者に偏りがある。須田（2020）によれば，外資
系企業の中には米系，それ以外の先進国，新興
国があり，日系企業のマネジメントとの差異の
大きさも異なるという。本研究でも外資系企業
経験者では，本国が英米系の企業である人はそ
の多くが特定の分野で専門性を高めた人材であ
り，少数ながらドイツ系企業でマネジメントを
経験した者は，日本の組織と同じくゼネラリス
ト型であるという違いがあった。
資本市場と労働者の関係に関連して Hall and 

Soskice （2001）は，労働市場も流動的である英
米の自由競争型市場経済に対し，ドイツや日本
などの調整された市場経済は，メインバンク関
係を通じて資本市場と継続的な雇用関係が組織
化された労働市場が制度的補完関係を形成して
きたと指摘する。国内はこれまでドイツ等と同
様の調整型市場経済に属し，長期的な雇用に基
づくメンバーシップ型組織が現在も根強く残っ
ている。国内企業の実態に即した経営改革は，
英米のジョブ型雇用に基づく専門職人材の登用

に依存するのみではなく，例えばドイツのよう
なゼネラリスト型の企業経験者にも目を向ける
など，自社の課題を解決するためのより適任者
を検討することが必要であろう。外資系企業も
本国により特徴は異なるため，調査対象者を増
やし，各企業の本国の特性にも配慮することが
必要である。
また今回は対象の女性本人へのインタビュー
であったが，取締役会の構成メンバーとして，
他の取締役からの視点，また社内の従業員から
の視点といった複数の視点から，その存在がど
のような意義を持つかを今後，調査していくこ
とも必要と考える。

－以　上－
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